Ⅰ　様式１


	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

設置代表者名　　氏　　　名

〈注①〉
学校法人○○学園寄附行為認可申請書

　学校法人○○学園を設立したいので、私立学校法第30条第１項〈注②〉の規定により、

関係書類を添えて寄附行為の認可を申請します。
[添付書類] 

１　学校法人○○学園寄附行為

２　設立趣意書〈注③〉

３　設立発起人会議事録の写し

４　設立代表者を定めたときは、その権限を証する書類（Ⅰ　様式１の１）〈注④〉

５　学校法人の役員等組織（Ⅰ　様式１の２）

６　役員の就任承諾書（Ⅲ　作成例７)、履歴書（Ⅲ　作成例９）及び誓約書（Ⅲ　作成

例10）

７　設立者の履歴書（Ⅲ　作成例９）及び誓約書（Ⅲ　作成例10）

８　財産目録（Ⅲ　作成例14）

９　寄付申込書の写し

10 設置する私立学校の位置及び校（園）地の状況を明らかにする図面（注⑤）並びに校（園）舎その他の建物の配置図及び平面図

11 不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等（注⑥）及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

12 不動産その他の主なる財産についての価格評価書（Ⅲ　作成例17）

13 設立後３年間の事業計画書（注⑦）及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）

14 創立費調書（Ⅲ　作成例19）

15 負債償還計画書（Ⅲ　作成例20）

16 宣誓書（役員）（Ⅲ　作成例11）

17 宣誓書（監事）（Ⅲ　作成例12）


〈注〉

１　提出部数２部

1 専修・各種学校のみを設置する場合は「私立学校法第64条第５項において準用する同法第30条第１項」とすること。

2 学校法人設立の動機、目的、経緯及び建学の理念等を具体的に記載すること。

3 設立発起人会において、設立決議と同時に設立代表者の選任も行った場合には、代表者の権限を証する書類は必要ではなく、設立発起人会決議録の写しがあれば足りる。

4 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。

5 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

6 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

学校法人○○学園設立発起人会決議録

１　日時
２　開催場所
３　設立発起人氏名　　　　○○○○　　○○○○　　○○○○
○○○○　　○○○○　　○○○○
４　議案
(1) 学校法人○○学園の設立及びこれに伴う○○学校の設置について

(2) 設立代表者の選任について

(3) 寄附受領について

(4) 設立当初役員の選任について

５　議事の経過及びその結果
○時○分互選により○○○○氏議長となり、学校法人○○学園設立について意見を述べた後、開会を宣して議案の審議にはいった。

第１号議案　学校法人○○学園の設立及びこれに伴う○○学校の設置について

○○○○氏から、寄附行為案を示して意見が述べられ、ついで審議に入ったが、２、３の質問の後、全員異議なく可決した。

第２号議案　設立代表者の選任について

互選の結果○○○○氏を設立代表者と定め、学校法人設立に関する一切の権限を委任することを可決決定した。

第３号議案　寄附受領について

○○○○氏からの寄附申込みの物件は、これを受領することに全員異議なく決定した。

第４号議案　設立当初役員の選任について

次の者を設立当初の役員に選任し、全員異議なく就任することを承諾した。

理事（理事長）　○○○○

理事　　　　　　○○○○
：　　　　　　　　：

監事　　　　　　○○○○

監事　　　　　　○○○○

よって、議長は、議事終了の旨を述べて○時○分閉会を宣した。

年　　月　　日　　　　　　　　　

設立発起人　　　　　　　　　　　

氏　　　名　印（実印）

氏　　　名　印（実印）

：　　　：

（注）

１ 設立発起人会決議録には、設立発起人全員が自署の上押印し、印鑑登録証明書を添付すること。

２ 設立発起人会決議録の写しには、設立代表者の原本証明をすること。

　

設立代表者権限証明書

住　所

氏　名

上記の者は、学校法人○○学園設立代表者に選任され、設立に関する一切の権限を委任

された者であることを証明します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立者　　氏　　　名　印（実印）

設立者　　氏　　　名　印（実印）

：　　      ：

：　　      ：

（注）設立者全員が自署の上、押印すること。


学校法人の役員等組織

１　役員等定数

　　　理　事　　○　人　　監　事　　○　人

２　役員等一覧
	職　名
	（ふりがな）

氏　名
	生年月日
	年齢
	最終学歴
	職　業
	常勤・

非常勤の別
	備　考

	理　事

（理事長）
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	理　事
	
	
	
	
	
	
	

	～
	
	
	
	
	
	
	

	監　事
	
	
	
	
	
	
	

	監　事
	
	
	
	
	
	
	

	～
	
	
	
	
	
	
	



年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

学校法人○○学園寄附行為変更認可申請書

　学校法人○○学園の寄附行為を別紙のとおり変更したいので、私立学校法第45条第１項（注①）の規定により認可を受けたく関係書類を添えて申請します。

[添付書類] 

Ａ　学校設置、課程設置、学科設置、収益事業開設の場合

１　寄附行為（変更前、変更後）

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（抄本の場合は、原本証明を付すること。）

３　財産目録（Ⅲ　作成例14）

４　申請年度の前年度の財産目録（Ⅲ　作成例14）

５　設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注②）並びに校舎

その他の建物の配置図及び平面図

６　設置する学校、課程、学科又は開始する収益事業に係る不動産の権利の所属を

明らかにする証明書類等（注③）及び不動産以外の重要な財産の権利の所属について

の銀行等の証明書類

７　設置する学校、課程、学科又は開始する収益事業に係る不動産その他の主なる財産についての価格評価書（Ⅲ　作成例17）

８　申請年度の収支予算書（Ⅲ　作成例18）

９　寄附行為変更後３年間の事業計画書（注④）及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）（注⑤）

10　創立費調書（Ⅲ　作成例19）

11　負債償還計画書（Ⅲ　作成例20）

12　申請年度の前年度の貸借対照表（Ⅲ　作成例21）及び収支決算書（Ⅲ　作成例18）

Ｂ　学校廃止、課程廃止、学科廃止、収益事業廃止の場合

１,２　Ａの場合と同じ

３　廃止する学校（課程、学科、収益事業）に係る財産の処分に関する事項を記載した書類

４　廃止後における財産目録（Ⅲ　作成例14）


５　寄附行為変更後２年間の事業計画書（注④）及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）（注⑤）

Ｃ　私立学校又は私立学校の課程、学科を、その目的及び位置並びに職員組織、施設及び設備の現状を変更することなく、他の私立学校又は課程、学科とする場合

１～４　Ａの場合と同じ

Ｄ　その他の場合

１,２　Ａの場合と同じ

（注）

１　提出部数２部

1 専修・各種学校のみを設置する法人の場合は「私立学校法第64条第５項において準用する同法第45条第１項」とすること。

2 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。

3 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

4 設立後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

5 「寄附行為変更後２年間」とは、寄附行為変更認可申請年度の翌年度及び翌々年度の２ヵ年をいう。


寄附行為変更の条項及び理由（作成例）

当法人は、従来、○○高等学校を経営してきたが、今回新たに○○中学校を設置することになったので、これに伴い、寄附行為を次のとおり変更する。

１　第４条中、第２号として次の１号を加える。

○○中学校

理由　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２　第６条第１項第１号中、「理事６人」を「理事７人」に改める。

理由　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３　第７条第１項第３号中、「３人」を「４人」に改める。

理由　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

４　附則として次の附則を加える。

附　則

この寄附行為は、静岡県知事の認可の日（　　年　　月　　日）から施行する。


寄附行為新旧対照表（作成例）
	旧　条　項
	新　条　項

	（設置する学校）

第４条　この法人は、前条に規定する目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。

○○高等学校 全日制課程 ○○科

（役員）

第６条　この法人に、次の役員を置く。

(1) 理事　６人
(2) 監事　２人

２　理事のうち１人を理事長とし、理事会において選任する。

（役員の選任）

第７条　理事は、次の各号に掲げる者とする。

(1) ○○高等学校の校長
(2) 評議員のうちから評議員会において選任した者　２人

(3) 学識経験者のうちから理事会において選任した者　３人
２　前項第１号及び第２号の理事は、校長又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。


	（設置する学校）

第４条　この法人は、前条に規定する目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。

(1)　○○高等学校 全日制課程 ○○科
(2)　○○中学校

（役員）

第６条　この法人に、次の役員を置く。

(3) 理事　７人
(4) 監事　２人

２　理事のうち１人を理事長とし、理事会において選任する。

（役員の選任）

第７条　理事は、次の各号に掲げる者とする。

(1)　 ○○高等学校の校長
(2) 　評議員のうちから評議員会において選任した者　２人

(3)　学識経験者のうちから理事会において選任した者　４人
２　前項第１号及び第２号の理事は、校長又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。

附　則

この寄附行為は、静岡県知事の認可の日（　　年　　月　　日）から施行する。


（注）

１　変更に係る条文のみを記載し、変更箇所は朱書又は朱で下線を引き明示すること。

２　寄附行為の全体について変更するときは、省略できる。
ただし、添付する変更前、変更後の寄附行為において、変更箇所を朱書又は朱で下線を引き明示すること。

年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

学校法人○○学園寄附行為変更届

学校法人○○学園の寄附行為を変更したので、私立学校法第45条第２項（注①）の規定により関係書類を添えて届け出ます。

１　変更する理由

２　変更時期

[添付書類] 

１　変更後の寄附行為

２　寄附行為変更条項の新旧対照表

３　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し（注②）

４　学校法人の登記事項証明書

５　住居表示変更証明書の写し（注③）

（注）

①　専修・各種学校のみを設置する法人の場合は「私立学校法第64条第５項において準用する同法第45条第２項」とすること。

②　寄附行為の変更の理由が住居表示の実施又は市町の合併による住居表示の変更である場合は省略できる。

③　寄附行為の変更の理由が住居表示の実施又は市町の合併による住居表示の変更である場合のみ添付する。


● 寄附行為変更届を提出する場合は？
１　学校及び課程の設置廃止を伴わない学校、専修学校及び各種学校の名称の変更

２　事務所の所在地の変更（所轄庁の変更を伴う場合を除く。）

３　公告の方法の変更


年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

学校法人○○学園解散認可（認定）申請書

　　学校法人○○学園を下記の事由により解散したいので、私立学校法第50条第２項（注①）の規定により認可（認定）を受けたく、関係書類を添えて申請します。

記

　解散の事由

[添付書類]

１　解散の理由書

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

３　財産目録（Ⅲ　作成例14）

４　不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等<注②>及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

５　過去２年間の収支決算書（Ⅲ　作成例18）及び貸借対照表（Ⅲ　作成例21）

６　申請年度の収支予算書（Ⅲ　作成例18）

７　残余財産の処分に関する事項を記載した書類（Ⅰ　様式４の１）

８　残余財産寄附申込書の写し及び寄附受納確約書の写し

９　寄附行為

10　学校法人の登記簿謄本

（注）

　１　提出部数２部

　２　私立学校法第50条第１項第１号による解散のときは「認可」、第３号によるときは

「認定」の申請をすること。

1 専修・各種学校の場合は「私立学校法第64条第５項で準用する同法第50条第２項」とすること。

2 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し


○ 学校法人の解散には、以下の事由があります。（私立学校法第50条）

	区分
	解散の事由
	手続

	１号
	理事の３分の２以上の同意及び寄附行為で更に評議員会の議決を要するものと定められている場合には、その議決
	解散認可申請

	２号
	寄附行為に定めた解散事由の発生
	届出

	３号
	目的たる事業の成功の不能
	解散認定申請

	４号
	学校法人又は私立学校法第64条第４項の法人との合併
	合併認可申請

	５号
	破産手続開始の決定
	届出

	６号
	私立学校法第62条第１項の規定による所轄庁の解散命令
	知事の解散命令


Ⅰ　様式４の１


残余財産の処分に関する事項を記載した書類

１　資産総額　　　　　　　　　　　　　円

（内訳は別紙財産目録（様式1の4）のとおり）

２　解散及び清算諸費（予定額）

　　(1)　解散事務費　　　　　　　　　円

　　(2)　借入金等の返済　　　　　　　　　円

　　(3)　未払金の清算　　　　　　　　　円

３　差引残余財産の額（予定額）　　　　　　　　　円

４　残余財産の処分方法

（注）残余財産の処分方法については、『残余財産は全額、○○に寄付する。』などのように記載すること。


年　月　日　

○　○　○　○　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名

残余財産寄付申込書

　　当法人は、　　年　　月　　日開催した理事会及び評議員会において、法人を解散し、これに伴う残余財産は、○○○○に寄付することを議決しました。

なお、清算結了のうえ当該財産を寄付しますので、受納くださるよう申し込みます。

記

　　残余財産（寄附予定額）　　　　　　　　　　　　円

（注）寄付先は、寄附行為に定めるところにより選定された者とすること。

Ⅰ　作成例４の３


年　月　日　

学校法人　○○学園

理事長　○　○　○　○　様

受納者　　　氏　　　名

寄付受納確約書

　　　年　　月　　日付けで申込みのありました貴法人の解散に伴う残余財産に係る寄付については、清算結了のときに受領し、○○の教育事業に充てることを確約いたします。

（注）寄付受納者は、寄附行為に定めるところにより選定された者とすること。

	年　　月　　日　

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長

〔合併事務担当者　　　　　　　　　　〕

所在地
学校法人名　　　　　　　　　　　　

理事長

〔合併事務担当者　　　　　　　　　　〕

　　　　　　　　　　　　　　　〈注①〉

学校法人合併認可申請書

　学校法人○○学園と学校法人○○学園を合併したいので、〔学校法人○○学園と学校法人○○学園を合併し、新たに学校法人○○学園を設立したいので〕、私立学校法第52条第２項〈注②〉の規定により認可を受けたく、関係書類を添えて申請します。

[添付書類] 

１　合併理由書

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

３　合併により学校法人を設立する場合においては、申請者が私立学校法第55条の規定により選任されたものであることを証する書類

４　合併契約書

５　合併前の各学校法人の次の書類

(1) 寄附行為

(2) 財産目録（Ⅲ　作成例14）

(3) 設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注③）並びに校舎その他の建物の配置図及び平面図

(4) 不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等（注④）及び不動産以外の重要な財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

(5) 不動産その他の主なる財産についての価格評価書（Ⅲ　作成例17）

(6) 申請年度の収支予算書（Ⅲ　作成例18）
(7) 貸借対照表（Ⅲ　作成例21）

(8) 登記簿謄本

６　合併後存続する学校法人（合併によって設立する学校法人）の次の書類

(1) 寄附行為

(2) 合併後３年間の事業計画書（注⑤）及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）（注⑥）

(3) 負債償還計画書（Ⅲ　作成例20）
(4) 学校法人の役員等組織（Ⅰ　様式１の２）

(5) 役員の就任承諾書（Ⅲ　作成例７)、履歴書及び誓約書（Ⅲ　作成例10）（合併後存続する学校法人については、新たに役員に就任する者のみ）

(6) 宣誓書（役員）（Ⅲ　作成例11）

(7) 宣誓書（監事）（Ⅲ　作成例12）
(8) 設置する私立学校の学則



〈注〉

１　提出部数２部

２　〔　　〕内は、合併後、新たに学校法人を設立する場合の様式である。

1 申請者の合併事務担当者とは、私立学校法第55条に基づき選任された者をいう。

2 専修・各種学校の場合は、「私立学校法第64条第５項で準用する同法第52条第２項」とすること。

3 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。

4  権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

5 合併後３年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

6 「合併後３年間」とは、合併認可申請年度の翌年度及び翌々年度及び翌々々年度の３か年をいう。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　　氏　　　名　　

学校法人○○学園組織変更認可申請書（注①）
学校法人○○学園の寄附行為を別紙のとおり変更し、学校法人（注①）の組織を変更したいので、私立学校法第64条第６項及び同法施行規則第９条の規定により認可を受けたく関係書類を添えて申請します。

[添付書類] 

１　寄附行為（変更前、変更後）

２　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

３　財産目録（Ⅲ　作成例14）

４　申請年度の前年度の財産目録（Ⅲ　作成例14）

５　設置する私立学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面（注②）並びに校舎

その他の建物の配置図及び平面図

６　不動産の権利の所属を明らかにする証明書類等（注③）及び不動産以外の重要な

　財産の権利の所属についての銀行等の証明書類

７　不動産その他の主なる財産についての価格評価書（Ⅲ　作成例17）

８　申請年度の収支予算書（Ⅲ　作成例18）

９　組織変更後２年間の事業計画書（注④）及び収支予算書（Ⅲ　作成例18）（注⑤）

10　創立費調書（Ⅲ　作成例19）（注⑥）

11　負債償還計画書（Ⅲ　作成例20）（注⑥）

12　申請年度の前年度の貸借対照表（Ⅲ　作成例21）及び収支決算書（Ⅲ　作成例18）

13　役員の就任承諾書（Ⅲ　作成例７）、履歴書及び誓約書（注⑦）

14　宣誓書（役員）（Ⅲ　作成例11）

15　宣誓書（監事）（Ⅲ　作成例12）

16　学校法人の登記簿謄本

（注）

１　提出部数２部

本様式は、学校法人が準学校法人、準学校法人が学校法人になろうとする場合に作成すること。

6 準学校法人が学校法人になろうとする場合は「学校法人」を「準学校法人」とすること。

7 校地の状況を明らかにする図面は、校舎敷地、運動場及びその他用地の用途別面積を明らかにした求積図等面積の確認できる書類とすること。

8 権利の所属を明らかにする証明書類等とは、次の書類をいう。

ア　土地及び家屋の登記簿謄本

イ　未登記の場合は、前所有者の登記簿謄本及び売買契約書（若しくは寄付申込書）の写し又は不動産の所有についての市町長の証明書

ウ　土地が農地等の場合には、上記の書類のほか農地転用許可書等の写し

エ　建築中の建物については、建築確認通知書の写し及び請負契約書の写し

9 設立後２年間の施設・設備の整備計画及びその他の主要な事業計画を、年度別に記載すること。施設・設備の整備については、事業規模、事業費、財源、実施時期等を、その他の主要な事業計画は、教職員組織の充実、寄付金の募集、給与の改定、卒業後の就職先等の確保等を具体的に記載すること。

10 「組織変更後２年間」とは、組織変更認可申請年度の翌年度及び翌々年度の２ヵ年をいう。

11 学校新設を伴う場合に添付すること。

12 新たな役員の就任を伴う場合に添付すること。

Ⅰ　別紙１

寄附行為変更の条項及び理由（作成例）

当法人は、従来、○○高等学校及び○○専修学校を経営してきたが、今回○○高等学校を廃止することになったので、これに伴い、寄附行為を次のとおり変更する。

１　第４条中、第１号を削る。

理由　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２　第６条第１項第１号中、「理事７人」を「理事６人」に改める。

理由　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

３　第７条第１項第１号中、「○○高等学校の校長及び○○専修学校の校長」を「○○専修学校の校長」に改める。

理由　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

４　附則として次の附則を加える。

附　則

この寄附行為は、静岡県知事の認可の日（　　年　　月　　日）から施行する。


寄附行為新旧対照表（作成例）
	旧　条　項
	新　条　項

	（設置する学校）

第４条　この法人は、前条に規定する目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。

(1)　○○高等学校 全日制課程 ○○科

(2)　○○専修学校　○○課程
（役員）

第６条　この法人に、次の役員を置く。

(5) 理事　７人
(6) 監事　２人

２　理事のうち１人を理事長とし、理事会において選任する。

（役員の選任）

第７条　理事は、次の各号に掲げる者とする。

(4) ○○学校の校長及び○○専修学校の校長

(5) 評議員のうちから評議員会において選任した者　２人

(6) 学識経験者のうちから理事会において選任した者　３人

２　前項第１号及び第２号の理事は、校長又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。


	（設置する学校）

第４条　この法人は、前条に規定する目的を達成するため、次に掲げる学校を設置する。

○○専修学校　○○課程
（役員）

第６条　この法人に、次の役員を置く。

(7) 理事　６人
(8) 監事　２人

２　理事のうち１人を理事長とし、理事会において選任する。

（役員の選任）

第７条　理事は、次の各号に掲げる者とする。

(1)　 ○○専修学校の校長
(3) 　評議員のうちから評議員会において選任した者　２人

(3)　学識経験者のうちから理事会において選任した者　３人
２　前項第１号及び第２号の理事は、校長又は評議員の職を退いたときは、理事の職を失うものとする。

附　則

この寄附行為は、静岡県知事の認可の日（　　年　　月　　日）から施行する。


（注）

１　変更に係る条文のみを記載し、変更箇所は朱書又は朱で下線を引き明示すること。

２　寄附行為の全体について変更するときは、省略できる。

ただし、添付する変更前、変更後の寄附行為において、変更箇所を朱書又は朱で下線を引き明示すること。


　年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所　在　地

学校法人名

理　事　長　　　氏　　　名

理事変更届
　　学校法人○○学園の理事を次のとおり変更したので、私立学校法施行令第２条第２項

<注①>の規定により、関係書類を添えて届け出ます。

	
	選任区分
	氏　　　名
	住　　　　所
	就（退）任

年月日
	退任の理由

	就任
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	退任
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　[添付書類]

１　役員就任承諾書の写し（Ⅲ　作成例7）（就任の場合のみ）

２　役員退任届の写し（Ⅲ　作成例８）（任期満了前の退任の場合のみ）<注②>

３　誓約書（Ⅲ　作成例10）及び履歴書（就任の場合のみ）

４　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

５　宣誓書（役員）（Ⅲ　作成例11）

６　役員新旧対照表（Ⅰ　様式７，８の１）

（注）

　１　重任した理事については届出の必要はない。

ただし、同一人物であっても、選任区分が変更となる場合は届け出ること。

　２　校長の採用、解職による役員変更の場合は、校長採用・解職届の手続きも行うこと。

　　①　寄附行為の定めにより理事長以外の理事に代表権を付与している場合、当該理事の変更については「私立学校法施行令第２条第１項」とし、法人の登記簿謄本を添付すること。

　　②　死亡の場合は、葬儀の通知等死亡日が確認できるものとすること。


年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名

監事変更届
学校法人○○学園の監事を次のとおり変更したので、私立学校法施行令第２条第２項の

規定により、関係書類を添えて届け出ます。

	
	氏　　　名
	住　　　　所
	就（退）任

年月日
	退任の理由

	就任
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	退任
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


[添付書類]

１　役員就任承諾書の写し（Ⅲ　作成例７）（就任の場合のみ）

２　役員退任届の写し（Ⅲ　作成例８）（任期満了前の退任の場合のみ）<注①>

３　誓約書（Ⅲ　作成例10）及び履歴書（就任の場合のみ）

４　法人の理事会及び評議員会の議事録の写し

５　宣誓書（Ⅲ　作成例11）

６　宣誓書（Ⅲ　作成例12）

７　役員新旧対照表（Ⅰ　様式７，８の１）

（注）

１　重任した監事については届出の必要はない。

①　死亡の場合は、葬儀の通知等死亡日が確認できるものとすること。
